
（施設維持管理運営用）

南あわじ市 平成 19 年度事務事業評価シート 新規 継続

（⑧管理⑨運営用）

会計
款
項
目

背　景（どのような現状・課題・要望によって事業が実施されるに至ったか、他の自治体の動向など）背景、委託根拠（どのような現状・課題・要望があったか、また委託に至った根拠、他の自治体の動向）（当該事業を委託すると判断した根拠）

Ⅱ　Plan（計画、事業内容、事業背景）

昭和 年度

午前 時 分 ～ 午後 時 分
平日 曜日 土曜日 日曜日 祝祭日

直営 全部委託 一部委託

0799 - 37 - 3040 

意　図（どのような状態になってもらいたいのか、事業を実施する「本来の目的」を記入）

施
　
設
　
の
　
概
　
要

施設設置根拠法令等

開館時間

休館日

運営方法

（その他）

南あわじ市立学校施設の開放に関する条例、施行規則

施設名称 南あわじ市内小・中学校体育施設
南あわじ市内

電　　　話

予
算
科
目

一般会計・１
教育費・１０款
保健体育費・６項
体育施設費・３目

整理番号 1453

学校施設開放管理

教育部 生涯学習文化振興課

Ⅰ　基本事項

担当部課名

事　業　名

設
置
目
的

施
設
内
容

（施設の利用状況、稼動状況）

（敷地面積、延床面積、構造、収容人数、駐車台数、付属施設など）

　学校体育施設を有効的に開放し、市民の生涯学習活動が行える場を学校教育活動に支
障のない範囲で提供し、生涯学習の一環である生涯スポーツの振興を図るため。

　市内各小・中学校体育施設（体育館、運動場、武道館、錬成場）
　・小学校　１７施設
　・中学校　　７施設

対　象（誰を・どのような状況の人を）
　学校施設使用団体登録者（市内在住、在勤者で構成する団体）

設置年度
所在地

南あわじ市総合計画
施策体系

まちづくりの柱

施策目標

人づくり＿知恵あふれ＿郷土愛が満ちるまちづくり＿
情熱と生きる喜びあふれるまち【生きがい】
仲間との絆を深め、情緒やセンスを磨く、芸術文化活動・スポーツ
活動を盛んにする

まちづくりの目標

稼
動
状
況

　学校教育に支障のない範囲で、午後10時まで（福良・賀集・北阿万・阿万・灘・沼島
小学校、南淡中学校、沼島中学校は、午後9時まで）とし、12月29日～翌年1月3日の間は
開放しない。～南あわじ市立学校施設の開放に関する条例施行規則第2条による～
　利用状況として、各地区により利用者の偏りがある。少年少女スポーツ活動による利
用はどの施設でもあるが、夜間利用の一般団体として、特に旧緑町校区（倭文小、広田
中）、旧三原町校区（三原中学校、神代小学校、榎列小学校、市小学校、八木小学校）
の学校体育施設の利用が多い。

委託団体

委託内容

12月29日～翌年1月3日の間は開放しない
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（施設維持管理運営用）

Ⅲ　Do（管理状況、使用料、投入資源等）

市職員 1 人 人 合計 1

（千円）

（千円）

（千円）

使
用
料
等

施設管理従事職員 委託団体職員 人
受益者負担について（料金体系、根拠法令など）

減免措置（減免内容、根拠法令など）

　南あわじ市立学校施設の開放に関する条例第8条（使用料）

南あわじ市学校施設の開放に関する条例第９条（使用料）
＊公的活動（市主催行事、市体育協会等主催行事、スポーツクラブ２１が拠点となる小学校の
利用、自治会、老人クラブ、婦人会等が主催する行事、保育所・幼稚園が実施する行事）
＊青少年活動（少年少女対象スポーツ活動）

管
理
手
法

（委託業種、作業内容、設備・備品内容、修繕内容など）

2,000
△ 1,000143 1,259 △ 1,000
2,0002,120 2,386

県
国

使用料

財　　　源

5,020 5,020

事業量１（事業に要した日数）

　　　　　　人件費（正規職員）[B]
平均人件費（１日当り）

年間経費（[A]+[B]）

需用費

資
源
配
分（

イ
ン
プッ

ト）

謝金

事業量２（事業に要した人数）

直接事業費

委託料

その他
一般財源[A]

平成１７年度は、社会体育施設費と合同のため区分できていない。

6,0206,0200
30.130.7 29.9

5,980
30.1
200200200

平成１７年度

2,263
2,263

平成１８年度

300

3,645
700

原材料

188

300

1,000

461

2,951工事請負費

35

10

700
1,000

平成２０年度平成１９年度

　利用者は、教育委員会にて学校施設使用団体登録を行い、利用する学校へ使用申請し、学校
長の承認を経て、教育委員会より許可書を発行し、利用者へ送付し、学校体育施設を使用す
る。

11

経費に関する
補足説明

1
143 7,239
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（施設維持管理運営用）

Ⅳ　Check（事業の自己評価・一次評価）
単位
人
人
％

単位

単位
千円
人
千円
㎡
千円

高 中 低

達成度 3
効率性 3
必要性 5

0.0 －

　利用者のニーズが高く、登録団体も年々増加傾向にある。旧町でスポーツセンターが
少ない地域は需要が特に高い。スポーツセンターの数が多い地区は、需要が低い傾向が
ある。南あわじ市となり、どこの学校施設でも利用できるように利用者が効率よく利用
できる環境づくりを進めている。

－－－

利用者１人当りコスト
延床面積

面積１㎡当りコスト効
率
性

0.0

－

5

　従来から、学校教育活動終了後夕方まで少年少女スポーツ活動としての利用はされて
いたが、近年特に、夜間の一般団体の利用が多くなってきている。毎日のように利用し
ている学校施設もあることから、市民ニーズは高い。

自
己
評
価

（
５
点

）

0.0
180,206

3

5,020
年間利用者数 233,362
年間経費 7,239 5,020

9,227

16,000
180,206

143

平成１７年度
9,300

平成１７年度

99.2

3

成果指標目標値 12,000
平成１９年度 平成２０年度

（施設の効率性・コストの分析、問題点・課題などを記入。）

平成１８年度

9,227成果指標実績値 233,362
目標達成度

　学校教育活動に支障のない範囲とはなるが、利用者が多いことは、生涯
学習の一環である生涯スポーツに親しむ人が多くなっていると考えられ
る。

成果指標

平成２０年度平成１８年度

1287.2

平成１９年度

－1944.7

必
要
性

（公共が設置すべきか、市民ニーズはあるかなどを分析、問題点・課題などを記入。）
自
己
評
価

（
５
点

）

行政関与の妥当性

設
置
目
的
達
成
度

自
己
評
価

（
５
点

）

　身近な施設でスポーツ活動ができるよう学校施設の開放を行っているが、学校施設の
使用が主な地域と社会体育施設の使用が主な地域との格差がある。週一回以上のスポー
ツ実施率が県平均であることからそれなりの基準は達成している。

14,000

（達成度の分析、問題点・課題などを記入。）

指標算出の考え方

利用者数 人

総
合
評
価

　身近にある小学校施設を開放させることは市
民の生涯学習活動の活性化に効果的な事業であ
ると考えられるため、今後も継続していく必要
がある。
　管理方法について再度検討する必要がある。
学校開放の大部分は、スポーツ関連のため生涯
学習課で行っているが、スポーツ以外の開放や
施設の修繕等の要望がある。また、電気代等
は、学校経費で支払っている。夜間の開放であ
るので、問題等が発生した時の対応がとりにく
く、学校施設であるので、生涯学習課だけで処
理できない場合もある。

自己評価をふまえた現状分析

評価グラフ

0
1
2
3
4
5

達成度

効率性必要性
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（施設維持管理運営用）

Ⅴ　Action＆Plan（改善の内容及び次年度以降の計画）

学校施設であるため、外部委託をすることはできない。

洲本市においては、学校施設であるため、庶務課で所管している。
淡路市は、社会教育課で所管している。

（下記の見直し内容にチェック）

　同左

平成２１年度以降にできる中期的な改善・改革

（下記の見直し内容にチェック）

類
似
施
設
を
持
つ

他
の
自
治
体
の
動
向
等

仮に施設を廃止した場合に予測される影響（プラス面、マイナス面）

（
①
で
見
直
し
の
場
合
記
入

）

②
見
直
し
に
よ
り
期
待
さ
れ
る
効
果

（
現
状
維
持
の
場
合
も
記
入

）

③
廃
止
・
委
託
の
影
響

仮に外部委託した場合に予測される影響（プラス面、マイナス面）

プラス面・・・維持管理にかかる維持管理費用がかからない。使用許可事務に係る職員の削
減。
マイナス面・・・現在活動している市民やスポーツ等団体活動を他の施設で行えるほど、施設
が整備されていないので、活動できない団体が出てくる可能性があり、スポーツ振興の低下を
招く。

　同左　事務量の軽減による人件費の軽減。

①
今
後
の
方
向
性
及
び
具
体
的
な
改
善
案

平成２０年度にできる改善・改革

◎グラウンドの夜間照明使用料の統一化
　各学校により照明灯の単価等が異なるため統
一は難しいと思われる。
◎減免基準の見直し
　減免団体の利用が増加すればするほど、歳入
がないにもかかわらず、電気代だけかさむの
で、深刻な問題となっている。
◎管理方法の見直し
　旧町、各学校貸出方法などが、違う。長年い
ろいろと問題を解決しながらベターな方法を積
み重ねてきた結果なので、統一が即時にできな
い。

　現状維持

　指定管理者委託

　開館時間、休日等の見直し

　休止・廃止　統合

　人員配置の見直し

　見直し

　現状維持

　見直し

　その他

　イベント等の見直し

　使用料の見直し

　民間譲渡

　人員配置の見直し

　開館時間、休日等の見直し

　指定管理者委託

　統合

　イベント等の見直し

　使用料の見直し

　民間譲渡

　休止・廃止 　その他
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